
 

平成 15 年 3 月期  個別財務諸表の概要 
平成 15 年 5 月 19 日   

 

 

会 社 名 株式会社精工技研 登録銘柄  

コ ー ド 番 号 6834 本社所在都道府県 千葉県 

（ＵＲＬ http://www.seikoh-giken.co.jp ） 

代  表  者 役 職 名 代表取締役社長 

 氏    名 上野 昌利 

問い合わせ先 責任者役職名 経営企画室 サブリーダー 

 氏    名  斎藤 祐司 TEL（047）388－6401 

決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 19 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 20 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株）
 

１．15 年 3 月期の業績（平成 14 年 4 月 1 日 ～ 平成 15 年 3 月 31 日） 

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円   ％

4,108（△ 3.3）

4,247（△67.7）

百万円   ％

389（  14.6）

339（△93.9）

百万円   ％

303（  50.7）

201（△96.4）
 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率
 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円   ％

△1,084（ ― ）

△768（ ― ）

円 銭

△116 24

△82 36

円 銭

― 

― 

％ 

△4.8  

△3.2  

％ 

1.3  

0.8  

％

7.4 

4.7 

(注) 1．期中平均株式数    15 年 3 月期  9,329,752 株    14 年 3 月期  9,333,612 株 

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

円 銭 

20  0  

30  0  

円 銭

― 

― 

円 銭

20  0 

30  0 

百万円

186 

280 

％ 

― 

― 

％

0.9 

1.2 
 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本
 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円 

22,718 

24,475 

百万円

21,836 

23,454 

％ 

96.1 

95.8 

円  銭

2,347  39 

2,512  94 

(注) 1．期末発行済株式数   15 年 3 月期  9,302,346 株    14 年 3 月期  9,333,654 株 

2．期末自己株式数    15 年 3 月期    31,308 株    14 年 3 月期      42 株 
 

２．16 年 3 月期の業績予想（平成 15 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中 間 期 

通  期 

百万円 

2,404 

4,102 

百万円

477 

676 

百万円

366 

519 

円 銭

00  0 

―――― 

円 銭 

―――― 

20  0 

円 銭

―――― 

20  0 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   55 円 69 銭 
 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の数値は、今後様々な要因に

よって予想数値と異なる場合があります。上記予想に関する事項は、添付資料の８ページをご参照ください。 

記載の数字は、金額については表示単位未満を切り捨て、比率その他については四捨五入しております。 
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貸借対照表 
(単位：千円) 

  第 31 期 

(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

 第 30 期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在)  

区分 注記番号 金額 構成比 金額 構成比 

【 資 産 の 部 】    %   % 

Ⅰ 流 動 資 産        

1. 現 金 及 び 預 金  9,897,097   10,610,481  

2. 受 取 手 形 ※2 42,630   47,256  

3. 売 掛 金  632,466   787,224  

4. 有 価 証 券  2,002,120   999,651  

5. 商 品  2,264   21,987  

6. 製 品  108,458   38,876  

7. 原 材 料  123,628   946,979  

8. 仕 掛 品  486,663   989,433  

9. 貯 蔵 品  6,538   7,292  

10. 前 払 費 用  15,266   17,612  

11. 未 収 消 費 税 等  -   102,143  

12. 未 収 法 人 税 等  307,490   1,274,610  

13. そ の 他  79,926   41,625  

貸 倒 引 当 金  △2,920   △3,300  

流 動 資 産 合 計  13,701,630 60.3  15,881,876 64.9 

Ⅱ 固 定 資 産     

( 1 ) 有 形 固 定 資 産     

1. 建 物  3,768,097  3,767,347  

 減 価 償 却 累 計 額 ※3 990,239 2,777,858  786,051 2,981,295  

2. 構 築 物  161,126  161,126  

 減 価 償 却 累 計 額  73,470 87,656  54,009 107,117  

3. 機 械 及 び 装 置  1,242,924  1,240,454  

 減 価 償 却 累 計 額 ※3 974,569 268,354  905,232 335,221  

4. 車 両 運 搬 具  2,656  2,656  

 減 価 償 却 累 計 額  1,296 1,360  670 1,986  

5. 工具、器具及び備品  906,647  913,269  

 減 価 償 却 累 計 額 ※3 677,536 229,111  560,989 352,280  

6. 土 地 ※3 2,984,278   2,984,278  

7. 建 設 仮 勘 定  113,876   82,435  

有 形 固 定 資 産 合 計  6,462,494 28.4  6,844,615 28.0 

( 2 ) 無 形 固 定 資 産     

1. 営 業 権  109,413   184,103  

2. ソ フ ト ウ ェ ア  10,937   6,465  

3. 施 設 利 用 権  6,130   6,709  

無 形 固 定 資 産 合 計  126,481 0.6  197,278 0.8 

(3)投資その他の資産     

1. 投 資 有 価 証 券  1,501,216   692,478  

2. 関 係 会 社 株 式  358,781   358,781  

3. 関 係会社出資金  399,744   280,800  

4. 従業員長期貸付金  1,194   1,294  

5. 繰 延 税 金 資 産  66,838   119,623  

6. 保 険 積 立 金  98,669   96,795  

7. そ の 他  1,668   1,729  

貸 倒 引 当 金  △ 10   △ 10  

投資その他の資産合計  2,428,103 10.7  1,551,492 6.3 

固 定 資 産 合 計  9,017,079 39.7  8,593,386 35.1 

資 産 合 計  22,718,709 100.0  24,475,262 100.0 

        - 30 - 



 

 

(単位：千円) 

 

 

 第 31 期 

(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

 第 30 期 

(平成 14 年 3 月 31 日現在)  

区分 注 記 番 号 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

【 負 債 の 部 】   %  % 

Ⅰ 流 動 負 債        

1. 買 掛 金  191,894  216,701  

2. 未 払 金  187,657  129,220  

3. 未 払 事 業 所 税  6,273  42,663  

4. 未 払 費 用  128,023  134,444  

5. 未 払 法 人 税 等  3,893  3,800  

6. 前 受 金  4,256  518  

7. 預 り 金  8,246  19,833  

8. そ の 他  36,273  -  

流 動 負 債 合 計  566,518 2.5 547,182 2.2 

      

Ⅱ 固 定 負 債      

1. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  123,260  279,150  

2. 退 職 給 付 引 当 金  192,645  194,088  

固 定 負 債 合 計  315,905 1.4 473,238 1.9 

負 債 合 計  882,424 3.9 1,020,421 4.2 

【 資 本 の 部 】      

Ⅰ  資 本 金 ※1 - - 6,791,682 27.7 

Ⅱ 資 本 準 備 金  - - 10,571,419 43.2 

Ⅲ 利 益 準 備 金  - - 1,697,920 6.9 

Ⅳ   そ の 他 の 剰 余 金      

1. 任  意  積  立  金      

(1)特 別 償 却 積 立 金  -  7,113  

(2)別 途 積 立 金  -  5,000,000  

2. 当 期 未 処 理 損 失  -  609,971  

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  - - 4,397,142 18.0 

Ⅳその他有価証券評価差額金  - - △1,498 △0.0 

Ⅴ   自 己 株 式  - - △1,826 △0.0 

資 本 合 計  - - 23,454,841 95.8 

Ⅰ  資 本 金    ※1 6,791,682 29.9 - - 

Ⅱ 資 本 剰 余 金      

1. 資 本 準 備 金  10,571,419  -  

資 本 剰 余 金 合 計  10,571,419 46.5 - - 

Ⅲ 利 益 剰 余 金      

1. 利 益 準 備 金  1,697,920  -  

2. 任  意  積  立  金    -  

(1)特 別 償 却 積 立 金  5,891    

(2)別 途 積 立 金  4,000,000    

3. 当 期 未 処 理 損 失  973,250  -  

利 益 剰 余 金 合 計  4,730,562 20.8 - - 

Ⅳその他有価証券評価差額金  △189,673 △0.8 - - 

Ⅴ  自 己 株 式  △67,705 △0.3 - - 

資 本 合 計  21,836,285 96.1 - - 

負 債 ・ 資 本 合 計  22,718,709 100.0 24,475,262 100.0 
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損益計算書 
        (単位：千円) 

 

 第31期 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

第30期 

自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日 

区分 注記

番号 金   額 百分比 金   額 百分比

Ⅰ 売上高   

 1. 製品売上高  4,070,901 4,172,247 

 2. 商品売上高  37,628 4,108,530 100.0 75,275 4,247,523 100.0

Ⅱ 売上原価   
   (製品売上原価)   

 1. 製品期首たな卸高  38,876 103,874 

 2. 当期製品製造原価  2,676,246 2,974,203 

合計  2,715,123 3,078,078 
 3. 他勘定振替高 ※1 79,301 314,598 

 4. 製品期末たな卸高  108,458 38,876 

   製品売上原価  2,527,363 2,724,603 
   (商品売上原価)   

 1. 商品期首たな卸高  21,987 6,020 

 2. 当期商品仕入高  8,784 71,152 

合計  30,771 77,173 
 3. 商品期末たな卸高  2,264 21,987 

   商品売上原価  28,507 2,555,871 62.2 55,185 2,779,788 65.4

  売上総利益  1,552,658 37.8  1,467,734 34.6
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,5 1,163,262 28.3  1,127,951 26.6

  営業利益  389,396 9.5  339,782 8.0
Ⅳ 営業外収益   

 1. 受取利息  1,546 6,141 

2. 有価証券利息  1,393 8,204 

 3. 受取配当金  19,114 104 

  4.  法人税等還付加算金  37,830 - 

 5. 特許権使用料  12,747 27,200 

 6. 為替差益   - 27,358 

 7. その他  14,822 87,455 2.1 12,007 81,016 1.9

Ⅴ 営業外費用   
  1. 有価証券売却損  - 104,084 

2. たな卸資産除却損  1,707 21,171 

 3. 休止固定資産減価償却費等  137,040 76,654 

  4.  為替差損  22,999 - 

 5. その他  11,440 173,187 4.2 17,398 219,308 5.2

  経常利益  303,664 7.4  201,489 4.7
Ⅵ 特別利益   

1. 固定資産売却益 ※3 0 4,203 

2. 貸倒引当金戻入益  380 4,140 

3.  役員退職慰労引当金取崩益  163,680 - 

4.  投資有価証券売却益  30 - 

5. 過年度特許権使用料  - 164,090 4.0 141,980 150,323 3.6

Ⅶ 特別損失   
 1. 固定資産除却損 ※4 4,259 99,316 

2. 投資有価証券評価損  2,443 336,373 

3. 投資有価証券売却損  96 - 

4. たな卸資産評価損・除却損  1,449,280 516,554 

5. 特別退職金等  23,036 - 

6. 支払過年度特許権使用料  12,500 1,491,616 36.3 - 952,244 22.4

  税引前当期純損失   1,023,861 24.9   600,431 14.1
  法人税、住民税及び 
  事業税 

 7,846 3,800 

  過年度法人税、住民税及び 
  事業税  

 - △39,292 

  法人税等調整額  52,785 60,631 1.5 203,780 168,288 4.0

  当期純損失  1,084,492 26.4  768,719 18.1
  前期繰越利益  111,242  158,748

  当期未処理損失  973,250  609,971
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 (単位：千円) 

利益処分案 利益処分計算書 

 

第 31 期 

 

 

第 30 期 

株主総会承認日 

（平成 14 年 6 月 20 日） 

 

区分 
注記

番号 金   額 区分 
注記

番号 金   額 

Ⅰ.当期未処理損失 
 

973,250 Ⅰ.当期未処理損失  609,971 

Ⅱ.任意積立金取崩額 
 

 Ⅱ.任意積立金取崩額   

特別償却積立金取崩額 
 

1,101 特別償却積立金取崩額  1,222 

別途積立金取崩額 
 

1,200,000 別途積立金取崩額  1,000,000 

合計 
 

227,851 合計  391,251 

Ⅲ.利益処分額 
 

 Ⅲ.利益処分額   

1.配当金 
 

186,046 1.配当金  280,008 

合計  
186,046 合計  280,008 

Ⅳ.次期繰越利益 
 

41,804 Ⅳ.次期繰越利益  111,242 
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重要な会計方針 
 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券で時価のあるもの・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております） 

(3) その他有価証券で時価のないもの・・・ 移動平均法による原価法 

 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

(2) 製品  

金型関連製品  ・・・・・・・ 個別法による原価法 

光通信関連製品・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

(3) 原材料・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

(4) 仕掛品・・・・・・・・・・・・・ 個別法による原価法 

(5) 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・ 最終仕入原価法 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成 10年 4月１日以降に取得した建物(建物附属
設備を除く)については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物       8 年～38 年 

機械装置     7 年～10 年 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 
 

 

4. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上して

おります。 

(2) 役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の 100％を計上しており
ます。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）により、定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

5. ﾘｰｽ取引の処理方法 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。 

 

6. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 
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（会計方針の変更） 

1. 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年２月21日 企業

会計基準第1号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ影響額は軽微であります。 

2. 1株当たり当期純利益に関する会計基準等 

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企

業会計基準適用指針第４号）を適用しております。なお従来と同様の方法によった場合の１株当たり当期損失に与

える影響はありません。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第31期 
（平成15年3月31日現在） 

第30期 
（平成14年3月31日現在） 

1. 授権株式数（普通株式）   37,000,000株 

  発行済株式総数（普通株式）  9,333,654株 

 

1. 授権株式数         37,000,000株 

  発行済株式総数        9,333,654株 

 

 2.             - 2.  期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日は金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残

高に含まれております。 

受取手形           10,596千円 
 

3. 休止固定資産 

   有形固定資産に含めて表示した休止固定資産は次のと

おりであります。 

建物 1,565,647千円

機械及び装置 4,573千円

工具器具及び備品 28,733千円

土地  997,575千円 

3.  休止固定資産 

   有形固定資産に含めて表示した休止固定資産は次のと

おりであります。 

建物 1,668,559千円

機械及び装置 74,871千円

工具器具及び備品 40,094千円

土地  945,358千円 
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 (損益計算書関係) 

                                        (単位：千円) 
第31期 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

第30期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

  

1. 他勘定振替高 

他勘定振替高は、主に社内消費出庫分であります。

  

1. 他勘定振替高 

他勘定振替高は、主に社内消費出庫分及びたな卸

資産評価損であります。 

  

2. 販売費及び一般管理費 

   販売費に属する費用のおおよその割合は14％であ

り一般管理費に属する費用の割合は86％でありま

す。主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 千円

役員報酬 60,342 

給料 199,824 

賞与 65,367 

役員退職慰労引当金繰入額 7,790 

支払手数料 107,026 

顧問料 61,583 

減価償却費 120,736 

研究開発費 158,563 

  

  

2. 販売費及び一般管理費 

   販売費に属する費用のおおよその割合は17％であ

り一般管理費に属する費用の割合は83％でありま

す。主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 千円

販売手数料 62,569 

広告宣伝費 57,050 

役員報酬 93,070 

給料 171,375 

役員退職慰労引当金繰入額 9,200 

賞与 48,960 

租税公課 84,422 

減価償却費 128,763 

研究開発費 146,875 

  

3.  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

       千円

工具、器具及び備品       0
 

3.  固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 千円

工具、器具及び備品 4,203 
 

4. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 千円

機械及び装置 563 

工具、器具及び備品 3,566 

ｿﾌﾄｳｪｱ 129 

計 4,259 
 

4. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 千円

機械及び装置 90,007 

工具、器具及び備品 2,309 

建設仮勘定 7,000 

計 99,316 

  

5. 一般管理費に含まれる研究開発費は158,563千円で

あります。 

5. 一般管理費に含まれる研究開発費は146,875千円で

あります。 
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 (税効果会計関係) 

 

第31期 
（平成15年3月31日現在） 

第30期 
（平成14年3月31日現在） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（固定） 

 退職給付引当金 70,085千円

 繰延税金資産合計 70,085 

  

繰延税金負債（固定）  

 特別償却積立金 △3,247千円

 繰延税金負債合計 △3,247 

  

繰延税金資産の純額 66,838千円

  

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（固定） 

 退職給付引当金 69,517千円

 役員退職慰労引当金 48,150 

 その他 6,169 

 繰延税金資産合計 123,837 

  

繰延税金負債（固定）  

 特別償却積立金 △4,214千円

 繰延税金負債合計 △4,214 

  

繰延税金資産の純額 119,623千円

  

2. 法定実効税率と法人税等負担率との差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と法人税等負担率との差異について

は、税引前当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

 

3. 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定

実効税率は、地方税法の改正（平成16年4月1日以降開

始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に

伴い、当期末における一時差異等のうち、平成16年3月

末までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成

16年4月以降に解消が予定されるものは改正後の税率

を使用しております。なお、この税率の変更による影

響は軽微であります。 

 
  

2. 法定実効税率と法人税等負担率との差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と法人税等負担率との差異について

は、税引前当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

 

3.          - 
  

 

 

 

（重要な後発事象） 

 

該当事項はありません。

        - 38 - 



        - 39 - 

役員の異動 

 

１．代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動（平成 15 年６月 20 日付） 

（１）新 任 

石 川  重 太 取締役 光製品グループリーダー （現 光製品グループリーダー） 

日 置  政 秀 取締役 製造グループリーダー （現 製造グループリーダー） 

 

（２）昇 格 

木 村  保 常務取締役 精機グループリーダー （現 取締役 精機グループリーダー）

 

 

 

以 上 


